
 
 

第７３号議案 

 

 

 

芦屋市立潮芦屋交流センターの指定管理者の指定について 

 

 

 

 下記のとおり指定管理者を指定したいので，地方自治法第２４４条の２第６項の規

定により，市議会の議決を求める。 

 

 

平成３０年９月３日提出 

 

 

 

                        芦屋市長 山 中  健 

 

 

記 

 

１ 管理を行わせる施設 

  名 称 芦屋市立潮芦屋交流センター 

  所在地 芦屋市海洋町７番１号 

 

２ 指定管理者 

  名 称 ＮＰＯ法人芦屋市国際交流協会 

  所在地 芦屋市海洋町７番１号 

代表者 会長 戸田 敬二 

 

３ 指定期間 

  平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日まで 
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第７３号議案説明資料 

 

 

   芦屋市立潮芦屋交流センターの指定管理者の候補者の選定経過について 

 

 

１ 募集について 

 (1)  周 知 方 法 「広報あしや」５月１５日号及び芦屋市ホームページ等 

 (2)  募集要項配布期間 平成３０年５月１５日から平成３０年６月１４日まで 

 (3)  現 地 説 明 会 平成３０年５月２８日 

 (4)  申 請 受 付 期 間 平成３０年５月１５日から平成３０年６月１４日まで 

 (5)  申 請 法 人 ＮＰＯ法人芦屋市国際交流協会 

 

２ 選定について 

 (1)  指定管理者選定・評価委員会（芦屋市立潮芦屋交流センター）の設置 

    委 員 長 豊田 孝二  アクシア法律会計事務所 弁護士，公認会計士 

    副委員長 吉富 志津代 特定非営利活動法人多言語センターFACIL 理事長 

    委  員 藤川 千代  藤川公認会計士事務所 公認会計士 

    委  員 倉本 宜史  甲南大学マネジメント創造学部 准教授 

    委  員 村松 紀子  愛知県立大学外国語学部 非常勤講師 

 (2)  委員会の開催 

    第１回（平成３０年４月２０日）募集要項及び業務仕様書について説明，選定

基準及び審査要領について協議及び決定 

    第２回（平成３０年７月４日）  書類審査並びに面接審査の実施方法について

協議及び決定 

    第３回（平成３０年７月２６日）書類審査及び面接審査並びに候補者の選定 

 

３ 選定基準について 

73-59 頁「芦屋市立潮芦屋交流センター指定管理者候補者選定 審査採点表」の

審査項目及び審査基準のとおり 
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４ 選定方法について 

  上記選定基準に基づき，法人から提出された事業計画書等の書類審査及び面接審 

 査を行い，選定した。 

 (1)  第一次選考（書類審査） 

     施設の安全対策等，公の施設の管理者としての最低条件として，除外要件とな

る次の条件のいずれにも該当しないことを提出された申請書類により確認した。 

ア 提案した額が予定価格を超える法人等 

イ 経営状態について懸念のある法人等 

ウ 管理運営について懸念のある法人等 

 (2)  第二次選考（書類審査及び面接審査） 

     第一次選考を通過した法人を対象に書類及び面接による審査を行い，その後，

芦屋市立潮芦屋交流センター指定管理者の選定基準に基づいて採点し，指定管理

者の候補者を選定した。 

 

５ 審査結果（１，０００点満点） 

  ＮＰＯ法人芦屋市国際交流協会 ７２１点（候補者） 
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募集要項 
 

 

 

１ 指定管理者の募集について 

芦屋市立潮芦屋交流センター（以下「潮芦屋交流センター」という。）について，潮芦屋交流センタ

ーの管理業務を効果的かつ効率的に行うため，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の

２第３項及び芦屋市立潮芦屋交流センターの設置及び管理に関する条例第１７条の規定により，広く

事業者を公募し，管理運営について創意工夫ある提案を募集するものです。 

 

２ 業務概要 

(1) 潮芦屋交流センターの概要 

ア 所在地及び施設概要 

(ｱ) 所在地 芦屋市海洋町７番１号 

(ｲ) 面積  ４，５７０．１５㎡ 

(ｳ) 主な施設 

ａ 国際交流センター 

ｂ 潮芦屋集会所 

ｃ 屋外交流広場 

ｄ 駐車場 

(ｴ) 図面（募集要項末尾に添付） 

ａ 配置図 

ｂ １階平面図 

ｃ ２階平面図 

イ 開館日時  

(ｱ) 開館日時 

施設名 開館日 開館時間 

国際交流センター 

潮芦屋集会所 
１月５日～１２月２７日

ただし，水曜日を除く 

午前９時から午後９時３０分

まで 

屋外交流広場 午前９時から午後９時まで 

(ｲ) 開館日時の変更 

開館日時は，市長の承認により変更することができます。応募に当たっては現在の開館日時を維

持することを必要条件としますが，それ以外の提案（時間延長等）も可能です。 

ウ 有料施設の利用料金 

条例で定めている施設使用料は下記のとおりです。指定管理者は条例の施設使用料等に代えて，

市長の承認を得て利用料金を定めるものとします。なお，利用料金については，指定管理者の創意

工夫により，条例で定める料金を上限として，割引料金，季節料金等の設定などもできますので，

ご提案ください。 

(ｱ) 有料施設を利用する場合の利用料金 

ａ 国際交流センター 

室名 広さ 

 

収容人員 

 

施設使用料金（円） 

朝 昼 夜 

午前９時～正午 午後１時～ 

午後３時 

午後３時～ 

午後５時 

午後６時～ 

午後９時３０分

多 
目 
的 
室 

２０１室 ７９m２多目的室

（１８０）

４８人 ２,４００ １,４００ １,４００ ３,１００

２０２室 ７９m２ ４８人 ２,４００ １,４００ １,４００ ３,１００

２０３室 ７９m２ ４８人 ２,４００ １,４００ １,４００ ３,１００
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２０４室 ７２m２ ４４人 ２,２００ １,３００ １,３００ ２,９００

２０５室 ４３m２ ２６人 １,３００ ８００ ８００ １,７００

２０６調理・ 

試食室 ７８m２ ３０人 ４,１００ ２,４００ ２,４００ ５,９００

ｂ 潮芦屋集会所 

室名 広さ 収容人員 

 

施設使用料金（円） 

朝 昼 夜 

午前９時～正午 午後１時～午後５時 午後６時～ 

午後９時３０分 

１０１室 ５２m２ ３２人 １,７００ １,９００ ２,２００

１０２室 ３５m２ ２２人 １,２００ １,５００ １,８００

１０３室 １７m２ １２人 ７００ ８００ １,０００

１０４和室 ８畳 １６人 １,０００ １,１００ １,２００

ｃ 屋外交流広場 

区分 施設使用料金（円） 

午前９時～ 

午前１１時 

午前１１時～

午後１時 

午後１時～ 

午後３時 

午後３時～ 

午後５時 

午後５時～ 

午後７時 

午後７時～ 

午後９時 

屋

外

交

流

広

場 

テニス 

コートA １,２００ １,２００ １,２００ １,２００ １,２００ １,２００

テニス 

コートB １,２００ １,２００ １,２００ １,２００ １,２００ １,２００

テニス 

コートC １,２００ １,２００ １,２００ １,２００ １,２００ １,２００

 
備考 
１ 次の各号に掲げる使用をするときは，当該各号の使用に応じ，それぞれ当該各号に定める額を 
この表の施設使用料に加算する。 
(1) 市外の居住者及び市外の団体等が使用するとき 使用区分に係る施設使用料の１０割の額 
(2) 使用者が入場料その他これに類するものを徴収するとき。 

ア 入場料等が１,０００円以下のとき 使用区分に係る施設使用料の３割の額 
イ 入場料等が１,００１円以上のとき 使用区分に係る施設使用料の５割の額 

(3) 営利につながる展示（即売は禁止）のために使用するとき 使用区分に係る施設使用料の５
割の額 

２ ２区分以上の区分を引き続いて使用しようとするときは，当該引き続いて使用する区分の間の 
時間は使用に供して差し支えないものとし，この間の使用料は徴収しない。 

３ 収容人員の欄の（ ）書は，最大収容人員とする。 

 

(ｲ) 利用料金の減免 

  a  全額減免 

(a)  芦屋市が主催する行事に使用するとき。 

     (b)  潮芦屋地区の地域住民で組織した公共的団体のうち，その規約に定める地域活動を目的と

した行事で市長が認めたものに使用するとき（テニスコートとして屋外交流広場を使用する

場合を除く。）。 

     (c)  その他市長が特に必要と認めたとき。 

    b  ３割減免 

(a)  芦屋市が共催する行事に使用するとき。 
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(b)  芦屋市社会教育関係団体の登録に関する規則（昭和５２年芦屋市教育委員会規則第４号）

第５条の規定により承認された団体が条例第１条の目的のために使用するとき（テニスコ

ートとして屋外交流広場を使用する場合を除く。）。 

(c)  芦屋市民会館条例施行規則（昭和４４年芦屋市規則第３４号）第１９条の規定により指

定された団体が条例第１条の目的のために使用するとき（テニスコートとして屋外交流広

場を使用する場合を除く。）。 

(d)  芦屋市福祉センターの管理に関する条例施行規則（平成２２年芦屋市規則第３４号）第

６条第１項に規定する福祉団体が条例第１条の目的のために使用するとき（テニスコート

として屋外交流広場を使用する場合を除く。）。 

(e)  市内に所在する国及び地方公共団体の機関が直接公共のために使用するとき。 

(f)  その他市長が特に必要と認めたとき。 

 

 (2) 管理運営方針 

指定管理者の創意工夫に基づいた管理運営により，質の高いサービスを潮芦屋交流センター利用

者に提供するとともに，管理運営費の節減を図ることを期待しています。 

ア 基本方針 

国際交流センター，潮芦屋集会所は市民の国際交流活動の推進や地域社会における相互の親睦及

び文化活動の拠点として親しまれています。一方，屋外交流広場は住宅地と近接しているため，利

用者や近隣住民の声を大切にしながら，健康増進の寄与を目的とし，広く市民が利用できるように

公平・公正な管理運営を行ってください。 

イ 維持管理方針 

施設や設備については，全ての施設を清潔に保ち，かつ機能を正常に保持し，利用者が快適かつ

安全に利用できるよう，適正な管理と保守点検を行ってください。 

植栽管理については，原則，別紙「潮芦屋交流センターの指定管理者による管理運営業務 仕様

書」（以下，「仕様書」とする）を基本に，より質の高い適正な維持水準を保てるよう必要な管理を

行ってください。 

ウ 運営方針 

市民の多様なニーズに応えるため，常に利用者の声を聴取し，反映できるものは取り入れてくだ

さい。 

施設利用の活性化を図るため，市民参加・市民協働の実現と諸活動団体の育成・支援に努めてく

ださい。 

エ 法令等の遵守及び利用者の安全性・快適性を考慮した管理運営 

仕様書に定める法令等を遵守し，施設利用者の安全性及び快適性に考慮した管理運営を行ってく

ださい。 

 

３ 業務内容 

(1) 業務内容 

指定管理者は以下の業務を行うこととします。 

ア 施設全般の管理運営に関する業務 

(ｱ) 施設の経営マネジメント業務 

(ｲ) 施設の総務・経理業務 

(ｳ) 施設の集客促進業務 

(ｴ) 防火管理 
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(ｵ) 備品の管理 

(ｶ) 事業報告書の作成及び提出 

(ｷ) 業務日誌の作成及び月報の提出 

イ 施設の管理運営に伴う業務 

(ｱ) 受付及び案内 

(ｲ) 利用料金の徴収，返還 

(ｳ) 利用者の誘導，整理及び安全確保 

(ｴ) 傷病者等の救護措置，状況報告等 

(ｵ) 利用状況の集計及び報告 

(ｶ) 備品の管理 

 (ｷ) インターネット予約システム 

窓口でインターネット利用登録をし，かつインターネット利用登録した団体は，施設の利用申込

み，利用状況の確認ができます。 

指定管理者はシステム管理会社と調整を行い，利用者サービスの維持に努めてください。 

なお，インターネット予約システムの維持管理に必要な経費を負担していただきます。 

ウ 建物及び附属設備の維持管理業務 

(ｱ) 運転監視及び保安業務 

各施設を安全かつ効率よく運転・監視するとともに，適切な保安業務を実施してください。 

(ｲ) 清掃等 

常に施設の環境を良好に保ってください。 

(ｳ) 建物の維持管理 

常に建物を良好に維持してください。 

(ｴ) 設備・機械等の保守点検 

必要に応じ，設備・機械等の保守点検を実施してください。 

(ｵ) 駐車場の管理 

路上駐車の注意の呼びかけ及び混雑時には整理・誘導を行ってください。 

(ｶ) 消耗品の補充等 

施設運営に係る必要な消耗品は，指定管理者において適宜補充，交換等を行ってください。 

エ その他の業務 

(ｱ) 多文化共生推進事業  

(ｲ) 市内在住外国人に対する支援事業 

(ｳ) 国際交流関係団体のマネジメント，活動等の支援に関すること 

(ｴ) 姉妹都市交流事業 

(ｵ) 施設運営に関すること 

オ 施設を活用した事業の実施（指定管理者の自主事業等） 

 (ｱ)  多文化共生，市内在住外国人の支援に関する，施設を活用した事業を，指定管理者の経費負担

により実施してください。 

(ｲ) 施設を活用した事業の企画・運営に当たっては，地域住民や市民との協働事業を積極的に実施

してください。ただし，宗教活動，政治活動，公序良俗に反する活動は禁止です。 

(ｳ) 事業の実施に当たっては，事業計画を事前に市に提出し承認を得てください。 

(ｴ) 自主事業に係る参加費を参加者より徴収する場合は，これを指定管理者の収入とします。 

(ｵ) 自動販売機の設置は，指定場所のみとし，別途，使用料を徴収します。 
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カ 事業報告書等の提出 

指定管理者は，毎年度終了後，自主事業の状況，利用状況，管理運営状況，利用料金等の収入状

況，管理運営に要した経費等の収支状況などを記載した事業報告書を市長あてに提出するほか，管

理運営の状況について毎月，市に報告しなければなりません。 

キ 市等の主催等の行事に関する事業 

市等の主催の行事の受け入れ及び運営に協力をしてください。 

(2) 業務の委託 

指定管理者は，業務の一部を第三者に委託することができます。その場合は，市内企業育成等のた

め，市内の企業を最優先として活用してください。 

 

４ 応募資格 

法人又は団体（以下「法人等」という。）が対象で，法人格の有無は問いません。ただし，個人は対

象となりません。 

(1) 単独の法人等で申請する場合 

兵庫県又は大阪府内に本社，支社，営業所等の事業所があること。 

(2) 複数の法人等による連合体（以下「連合体」という。）で申請する場合は，次の条件の全てに該当

しなければなりません。 

ア 連合体を構成する法人等（以下「連合体構成法人等」という。）の数は２以上とし，それら連合

体構成法人等の中から代表する法人等を選出していること。 

イ 連合体構成法人等のいずれも上記(1)の条件を満たすこと。 

(3) 複数応募の禁止 

ア 連合体構成法人等は２以上の本申請に係る連合体構成法人等になることができません。 

イ 単独で指定管理者の申請をする法人等は，本申請に係る連合体構成法人等になることができません。 

(4) 欠格事項 

次に該当する法人等は，応募することができません。 

ア 地方自治法施行令第１６７条の４（一般競争入札の参加者の資格）の規定に該当する者 

イ 応募書類提出時点において，本市の一般競争入札の参加停止又は指名競争入札の指名停止等措置

を受けている者，またはそれに準じるもの。 

ウ 連合体構成法人等又はその代表が，芦屋市暴力団排除条例第２条１号から３号までに規定する者

又は指定管理者としてふさわしくない者 

エ 法人税，消費税，地方消費税，府県民税及び市町村民税を滞納している者 

オ 本市，他の自治体を問わず，指定管理者の指定の取り消しを受けた者 

カ 本市，国や県等の公的機関による許認可取り消し等の行政処分及び業務改善等の行政指導を過去

３年以内に受けている者 

キ 指定管理業務に関連する業務に係る訴訟が係属中のもの及び過去３年以内に敗訴している者 

ク 会社更生法，民事再生法に基づき更生又は再生手続きをしている法人等 

ケ 現在，役員に破産者又は禁固以上の刑に処されている者がいる法人等 

(5) 連合体構成法人等の構成員の変更 

連合体で応募する場合，代表する法人等及び連合体構成法人等については，業務遂行上支障がない

と本市が判断した場合，変更を認めることがあります。その場合には，連合体の協定書のほか，必要

に応じ応募書類の再提出を求めます。 

(6) 申請する法人等（連合体の一部を含む）が，指定期間中に合併，その他の事由により法人等の名称，

形態が変更となることがあらかじめ見込まれる場合には，必要に応じ追加の書類の提出を求めます。 
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５ 応募方法 

(1) 応募書類 

応募に当たっては，申請時に正本１部，副本１０部（副は複写でも可）及び応募書類の「ワードま

たは PDF データ（パスワードを設定してください）」の入ったＣＤ等を提出していただきます。提出

の際に，パスワードをお伝えください。 

ア 「芦屋市立潮芦屋交流センター指定管理者指定申請書」（様式１） 

(ｱ) 連合体応募の場合は構成団体表及び連合体結成に係る協定書又はこれに相当する書類（様式は

任意）＊代表者の権限や構成団体の役割分担及び責任分担等を明記してください。 

(ｲ) 法人等の組織，沿革その他事業の概要を記載した書類 

イ 「芦屋市立潮芦屋交流センター事業計画書」（様式２） 

(ｱ) 法人等の概要説明書 

(ｲ) 管理運営に当たっての基本方針 

(ｳ) 管理体制 

(ｴ) 施設の維持・管理運営 

(ｵ) 事業への取り組み 

(ｶ) 自主事業案 

(ｷ) 管理運営費 

(ｸ) 人件費及び損害保険料内訳 

     ※管理運営費，人件費及び損害保険料内訳は，平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日

までの期間について，毎年度の経費で算出してください。 

ウ 「指定管理者の申請に係る誓約書」（様式３） 

エ 添付書類 

(ｱ) 定款，寄附行為（法人以外の団体にあってはこれに相当する書類） 

(ｲ) 法人登記簿謄本，印鑑証明書（法人のみ） 

(ｳ) 法人税，消費税，地方消費税，県税及び市町村税の各納税証明書 

(ｴ) 法人税，消費税及び地方消費税の申告書 

(ｵ) 直近３年間の法人等の財務状況に関する書類（損益計算書，貸借対照表，法定監査を受けた場

合の監査報告書） 

(ｶ) 法人等の設立趣旨，運営方針，事業内容等の概要が分かるもの 

(ｷ) 事業実績等の概要が分かるもの 

(ｸ) 代表者履歴，役員名簿 

(ｹ) その他本市が必要と認めた書類等 

連合体構成法人等の応募の場合は，連合体構成法人等を構成する全ての法人等について，上記

の添付書類を提出してください。 

(2) 募集要項の配布 

募集要項を平成３０年５月１５日（火）から平成３０年６月１４日(木)までの期間に，市ホーム

ページから各自でダウンロードしてください。  

 (3) 現地説明会 

平成３０年５月２８日（月）午前１０時から現地説明会を開催します。 

参加希望の方は，平成３０年５月２１日（月）までに参加予定人数（３名まで）を「芦屋市立潮芦

屋交流センター現地説明会出席申込書」（様式６）で，Ｅメールにて広報国際交流課代表アドレス

（kokusai@city.ashiya.lg.jp）まで送信してください。 
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(4) 応募書類の受付 

応募書類は平成３０年５月１５日（火）から平成３０年６月１４日(木)まで（土曜日，日曜日を除

く。）受付します。ホームページからダウンロードできる期間も同じ期間です。 

ア 受付場所 企画部広報国際交流課 

イ 受付時間 午前９時から午後５時３０分まで（１２時から１２時４５分を除く。）なお，提出期

限後の変更及び追加は認めません。 

ウ 応募書類等は必ず持参してください。 

エ 応募に要する経費については，申請者の負担とします。 

オ 本市が必要と認めるときは，期間を定めて追加書類の提出を求めることがあります。 

カ 提出された書類は，これを書き換え，差し替え，又は撤回することはできません。 

キ 提出された書類は，いかなる理由があっても返却しません。 

ク  申請書類の作成に用いる単位は計量法に定めるものとし，使用通貨は日本円，使用言語は日本語

とします。時刻は，日本標準時とします。 

(5) 質問及び質問に対する回答 

ア 質問の方法 

質問の要旨を簡潔にまとめ，「芦屋市立潮芦屋交流センター指定管理者募集要項に関する質問書」

（様式４）を持参するか，Ｅメールにて広報国際交流課代表アドレス（kokusai@city.ashiya.lg.jp）

まで送信してください。なお，Ｅメールの件名は「潮芦屋交流センター指定管理質問票」としてく

ださい。 

イ 質問の受付期間 

平成３０年５月２５日（金）から６月１日（金）まで（土曜日，日曜日を除く。）受付します。 

午前９時から午後５時３０分まで（１２時から１２時４５分を除く。）です。 

ウ 質問の受付場所 

〒６５９－８５０１ 芦屋市精道町７番６号 芦屋市企画部広報国際交流課 

エ 質問に対する回答の方法 

質問の都度，適時Ｅメールで回答します。最終回答は平成３０年６月１１日（月）までに行いま

す。 

なお，質問内容が法人等独自の提案に係ると本市で判断されるものについては，当該法人等のみ

にＥメールで回答し，それ以外については市ホームページに掲載します。 
 
６ 指定管理予定者選定の基準等 
(1) 選定方法 

芦屋市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例の規定に基づき，芦屋市指定管理者選定・

評価委員会で，書類審査及び面接審査により選定します。選定・評価委員会の開催要旨，審査過程の

概要（選定方法，応募団体名等），選定基準はホームページ等で公表します。 

(2) 面接審査 

書類審査の結果，面接審査を実施します。面接を実施する法人等（連合体を含む。）には，日時，

場所，出席人数等について後日連絡します。 

(3) 選定基準 

選定・評価委員会は，次の項目を基本に，公平かつ適正に審査し，選定します。 

ア 管理運営に当たっての基本方針 

(ｱ) 管理運営に当たっての基本方針について 

(ｲ)  団体の理念及び運営方針について 
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(ｳ)  団体の業務推進能力について 

イ 管理体制 

(ｱ)  潮芦屋交流センターの管理体制について 

(ｲ)  緊急時の対応について 

ウ 施設の維持・管理運営 

(ｱ)  施設の維持管理について 

(ｲ)  個人情報保護の措置について 

(ｳ)  管理の質及び利用者サービス向上の取り組みについて 

(ｴ) 有料施設の管理運営について 

エ 事業への取り組み 

(ｱ)  多文化共生推進事業について 

(ｲ)  市内在住外国人に対する支援事業について 

(ｳ)  国際交流関係団体のマネジメント，活動等の支援について 

(ｴ)  姉妹都市交流事業について 

オ 自主事業案 

 (ｱ) 事業内容について 

(ｲ) 地域コミュニティ発展への取り組みについて 

(ｳ) 創意工夫について 

カ 管理運営費 

予定価格は，５年間で９６，６５０千円（税込）であり，応募者が提案した額（以下「提案額」

という。）がこの金額を上回る場合は失格とします。 

なお，消費税及び地方消費税にかかる税率は，平成３１年９月３０日までは８％，平成３１年 

１０月１日以降は１０％で算出すること。 

(ｱ) 管理運営費の提案に工夫が見られるか 

(ｲ) 管理運営費の積算の根拠が明確で適切になっているか 

(ｳ) 適正な人件費になっているか 

(ｴ) 適正な損害保険加入になっているか 

(4) 選定結果 

応募された法人等（連合体を含む。）に，文書で選定結果を通知します。 

指定管理者の候補者及び次点候補者となった団体については，団体名，審査基準の大項目ごとの得

点，合計点，選定理由及び評価をホームページ等で公表します。また，候補者とならなかった団体に

ついては審査基準の大項目ごとの得点，合計点，選定されなかった理由及び評価をホームページ等で

公表します。 

(5)  選定後の提出書類 

   指定管理者の候補者については役員等が暴力団等に該当しない旨等を記載した「誓約書」（様式７），

「役員名簿」（様式８），法令遵守「誓約書」（様式９），「利用料金承認申請書」（様式１０）を協定締

結前までに提出してください。連合体構成法人等の応募の場合は，連合体構成法人等を構成する全て

の法人等分を提出してください。 
 
７ 指定及び協定の締結 
(1) 指定手続 

指定管理者の候補者については，地方自治法の規定に基づき，指定管理者として指定する議案を市

議会に対し提出し，議決後に指定管理者として指定します。 
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市議会の議決を得られないとき，又は指定手続の過程で指定管理者に指定することが著しく不適当

と認められる事情が生じたとき等の場合には，指定管理者の候補者を指定管理者に指定しないことが

あります。 

この場合，市は，次点候補者と協議を行い指定管理者の候補者として繰上げ，市議会の議決を経て

指定管理者として指定する場合があります。 

なお，指定管理者の候補者を指定管理者として指定しないこととした場合であっても，当該施設に

かかる業務及び管理の準備のため支出した費用等については，一切補償しません。 

(2) 協定の締結 

市議会の議決により指定管理者に指定された後に，基本協定及び実施協定を締結します。 

(3) 指定期間 

平成３１年４月１日から平成３６年３月３１日までの５年間 

※ただし，この期間は市議会での議決により確定します。 

(4) 管理運営費 

必要な管理運営費について，応募者は事業計画書に提案額を記載してください。提案額を踏まえ，

年度ごとに市の予算の範囲内で協議を行い，協定を締結します。 

ア 負担区分 

潮芦屋交流センターの管理運営に必要な経費は，市が別途措置する修繕費及び備品購入費以外に

ついては，全て指定管理者の負担となります。 

なお，潮芦屋交流センターの管理運営に当たっては，主として次表の経費が必要となります。 

 

区分 詳細内容 

人件費 従業員給料，社会保険料等 

修繕費 施設・設備の修繕等 

一般管理費 備品費，新聞・図書費等 

事務費 印刷製本費，通信運搬費，消耗品費，事務機器リース料等 

光熱水費 電気及び上下水道使用料 

設備保守・清掃・植

栽・点検等 

消防設備，電気設備，簡易専用水道設備，空調設備，制御設備等

の保守点検，法定点検手数料，清掃，植栽・花壇育成管理費等 

事業費 
多文化共生推進事業，市内在住外国人に対する支援事業，国際交

流関係団体のマネジメント，姉妹都市交流事業等 

その他 公課費，保険料等 

イ 指定管理料の支払い 

会計年度（４月１日から翌年３月３１日まで）を基準とし，四半期毎に支払います。 

ウ 管理口座 

経費は，法人等自身の口座とは別に指定管理業務専用口座を設けて管理してください。 

(5) 有料施設の利用料金 

有料施設の利用料金は，指定管理者の収入として取り扱います。 

また，指定管理者となった法人等は，芦屋市と利用料金額の設定等に係る協議を行い，条例の範囲

内で利用料金額を決定します。 
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８ スケジュール 
(1) 募集の開始： 平成３０年５月１５日（火） 

(2)  募集要項等配布期間： 平成３０年５月１５日（火）～６月１４日（木） 

(3)  現地説明会： 平成３０年５月２８日（月） 

(4)  質問事項の受付期間： 平成３０年５月２５日（金）～６月１日（金） 

(5)  質問の回答： 平成３０年６月１１日（月）まで 

(6)  応募書類受付期間： 平成３０年５月１５日（火）～６月１４日（木） 

(7)  選定結果の公表，応募者への通知： 平成３０年７月下旬 

(8)  市議会における議決: 平成３０年９月中旬 

(9)  指定管理者の指定（告示）： 平成３０年１０月中旬 

(10) 協定の締結： 平成３１年３月 

(11) 業務引継ぎ： 平成３１年３月 

(12) 管理の開始： 平成３１年４月１日 

 

９ 応募に関する留意事項 
(1) 選定審査対象からの除外 

次の要件に該当する場合については失格とし，審査の対象から除外します。 

また，連合体で申請する場合においては，連合体構成法人等が次の要件に該当する場合は，連合体

による申請を失格とします。 

ア 提出書類に虚偽の記載があった場合 

イ この要項に違反又は著しく逸脱した場合 

ウ 提出期間内に提出書類等が提出されなかった場合 

エ その他不正行為があった場合 

(2) 応募書類の取扱い 

応募書類は芦屋市情報公開条例第７条に掲げる非公開情報を除き，公表することがあります。 

(3) 応募の辞退 

応募受付後に辞退する場合は，「辞退届」（様式５）を提出してください。 

(4) 提出書類の著作権 

本市が提示する設計図書等の著作権は芦屋市及び作成者に帰属し，応募者の提出する書類の著作権

はそれぞれの応募者に帰属します。 

なお，本市が必要と認めるときは，本市は提出書類の全部又は一部を使用できるものとします。 

(5) 応募時に既に団体名称等のほか，合併その他の事由による団体の形態・性格等の変更の予定がある

場合は，必ず事業計画等に記載すること。 

例：「株式会社○○」（新社名 △△株式会社  平成●年●月●日に商号変更予定） 

 

１０ 指定管理者制度に関する留意点 
(1) 事業計画書の提出 

指定管理者は，毎年度ごとに次年度の年次事業計画書を次年度の開始１月前までに市に提出し，承

認を受けるものとします。また，年次事業計画書に記載された講習会，イベントなどについては,個

別事業計画書を，実施日（募集開始日を含む。）の１月前までに市に提出し，承認を受けるものとし

ます。 

(2) 管理状況の確認調査及び評価 

市は，協定に従い適正かつ確実な管理が実施されているかどうか，安定的継続的に管理業務の提供
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が可能な状態にあるかどうか等，管理状況について随時又は定期的な確認調査を行うとともに年度終

了後の事後評価を実施します。指定管理者は，毎月に月次報告書，年度終了後に事業報告書を提出す

るものとし，確認調査及び事後評価に協力していただきます。また，指定期間中に第三者による評価

を実施します。 

なお，調査については，人事・経理に係る帳簿，契約書類等を対象とします。評価結果については，

市が別に定める様式によりホームページ等で公表します。 

(3) 経営状況の確認 

経営の健全性を証するため，指定管理者が会社法，特定非営利活動促進法及びその他関係法令で求

められる計算書類及び監査報告書を，指定管理者の毎事業年度終了後３か月以内に市に提出するもの

とし,確認調査に協力していただきます。 

(4) 利用者アンケート調査 

指定管理者は，利用者等の意見及び要望を把握するため，市と協議した様式により継続的に，利用

者等を対象としてアンケート調査を実施することとします。また，調査結果について分析及び評価を

行い，その後の管理業務への反映に努めるものとします。また，その内容を施設内に掲示するととも

に，市にその結果を報告していただきます。 

 (5) 指定の取消し等 

指定管理者の候補者が，正当な理由なくして協定の締結に応じない場合は，指定管理者の議決後に

おいても，指定管理者の決定を取り消すことがあります。 

指定管理者が事業の履行が確実でないと認められるとき，履行した内容が本市の求める水準を著し

く下回ったとき，指定期間中に暴力団等の介入が認められたとき，又は著しく社会的信用を失う等に

より指定管理者としてふさわしくないと認められるときは，指定管理者の指定を停止又は取り消すこ

とがあります。この場合は，指定管理者の損害に対し市は賠償しません。 

また，取消しに伴う芦屋市の損害について，指定管理者に損害賠償を請求することがあります。 

(6) 潮芦屋交流センターにおいて発生した事故への対応 

指定管理者の責めに帰すべき事由により，本市又は第三者に損害を与えた場合には，指定管理者が

その損害を賠償することになります。 

施設において事故が発生した場合に備えて，指定管理者はあらかじめ事故対応マニュアルを定める

とともに，事故発生時には直ちにその旨を本市に報告することとします。 

(7) 個人情報の保護 

指定管理者は，個人情報の保護に関する法律及び芦屋市個人情報保護条例に基づき，管理業務を行

うに当たって保有することとなる個人情報の保護について，万全な措置を講じることとします。 

指定管理者は，個人情報の保護に関して，研修等に参加させるとともに，施設従事者に対し必要な

研修を実施することとします。 

(8) 情報公開 

芦屋市情報公開条例の趣旨に基づき，その管理に関する情報の公開を行うための必要な措置を講ず

るよう努めるものとします。 

また，市から潮芦屋交流センターに関する文書であって市が保有していないものに関し閲覧，写し

の交付等の申出があったときは，提出に応じるよう努めるものとします。 

(9) 文書の管理・保存 

指定管理者が業務に伴い作成し，又は受領した文書等は芦屋市文書取扱規程（平成１９年訓令甲第

６号）（及び芦屋市教育委員会文書管理規則（昭和４３年教育委員会規則第１１号））に基づき，適正

に管理・保存するものとします。 
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（10） 内部通報処理の仕組みの整備 

指定管理者は，公益通報者保護法（平成１６年法律１２２号）により，通報・相談窓口の設置内部

規程の整備を行う必要があります。 

 (11) 使用許可等 

指定管理者は，条例の規定に基づき使用許可等の行政処分を行うことができますが，芦屋市行政手

続条例における「行政庁」に相当することとなるため，当該処分について，行政事件訴訟法第１１条

第２項の規定による取消訴訟の被告となる場合があります。 

(12) 防犯カメラ 

指定管理者は，芦屋市庁舎内の防犯カメラの設置及び管理に関する要綱第３条に規定する管理責任

者を置き，要綱の規定に基づきその管理を行うための必要な措置を講ずるものとします。 

(13) 公租公課の取扱い 

本件により指定管理者が管理することとなる潮芦屋交流センターについて，法人市民税，事業所税，

新たに設置した償却資産に係る固定資産税の納税義務者となる可能性があります。指定管理者制度に

おける事業所税の事業主体（納税義務者）の判定は，収益の帰属（利用料金制度採用の有無）により

行うこととなります。利用料金制度が採用されている公の施設の管理運営事業は事業所税の課税上は

収益事業として扱われ，その指定管理者は事業所税の課税対象となる可能性があります。事前に必ず

確認するなどして注意願います。（詳しくは市課税課管理係（0797-38-2015）まで相談してください。）

なお，国税については税務署，県税については県税事務所へお問い合わせください。 

(14) 避難所等 

潮芦屋交流センターは，地震，大火災などの災害発生時には，芦屋市地域防災計画において外国人

相談所として位置付けしていることから，外国人相談所の運営に関する協定の締結に関する協議を求

めることがあります。 

 

１１ 業務の引継ぎについて 
   仮基本協定を締結した法人等は仮基本協定締結の日から平成３１年３月末日までの間に下記事項に

ついて業務の引継ぎを現在の指定管理者と行っていただきます。 

 (1) 協定項目についての市との協議 

(2) 配置する職員等の確保，職員研修 

(3) 業務等に関する各種規程の作成，協議 

(4) 現行の指定管理者からの業務引継ぎ 

(5) 年度契約の必要な施設保守点検業務等の契約の準備 

  なお，当該業務引継ぎ等に要する経費については，指定管理者の負担とし，市の負担とはしません。 

   平成３１年４月１日から通常業務を行っていただきますので，円滑に業務が履行できるよう，それ

までに充分な引継ぎを行ってください。 

 

１２ 問合せ先 
〒６５９－８５０１ 芦屋市精道町７番６号 

芦屋市企画部広報国際交流課 

電話 (0797)38-2008  ファクス(0797)38-2152 Ｅメール  kokusai@city.ashiya.lg.jp 
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＜参考＞ 

※ 平成２６年度から平成３０年度までの管理運営費 

 

芦屋市立潮芦屋交流センター管理運営費（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

（金額：千円） 

項目 平成26年度 平成27年度
 

平成28年度
 

平成29年度
（予算額） 

平成30年度
（予算額） 

（収入） 
利用料金収入 
指定管理料収入 
事業収入(姉妹都市交流事業)

自主事業収入 
国際理解講演会 
日本語ボランティア講座
 英語版情報紙発行 
 日本語教室 
 外国人向け文化教室等 
 その他 
その他収入 

 
11,726
19,633

―

76
111
―
83
255

5,839
41

 
12,689
19,726

―

71
0
―
153
140

5,471
111

 
13,481
20,787

79

0
111
―
168
143

4,581
104

 
13,450
20,663

66

56
―
0

186
83

4,483
64

13,663
20,663

66

56
102
0

220
155

4,538
66

計 37,764 38,361 39,454 39,051 39,529

 

 ※平成26年度と平成27年度は姉妹都市交流事業を委託業務としていたため，926千円(平成26年度)，

1,034千円(平成27年度)は指定管理料に含まれていません。 

 ※多文化共生推進事業として国際理解講演会を，年１回開催しています。 

※日本語教室は，週５コマ(90分)マンツーマン方式で開催し，受講者から１コマ200円，子どもの日本

語教室は週１コマ(90分)グループレッスン又はマンツーマン方式で教材費年1,000円の実費相当分を

徴収しています。 

 

（金額：千円） 

項目 平成26年度
 

平成27年度
 

平成28年度
 

平成29年度
（予算額） 

平成30年度
（予算額） 

（支出） 
人件費 
修繕費 
一般管理費 
事務費 
光熱水費 
設備保守・清掃・植栽・点
検等（委託料） 
事業費 
姉妹都市交流事業 
英語版情報紙発行 
自主事業費 
国際理解講演会 
日本語ボランティア講座
 英語版情報紙発行 
 日本語教室 
 外国人向け文化教室等 
 その他 
その他（公租，保険料） 

 
14,527

56
779

1,928
2,904
8,320

―
―

71
115
171
816
352

5,490
1,562

 
16,032

107
723

2,458
2,997
8,121

―
―

70 
35 
141 
454 
249 

4,445 
1,317 

 
15,358

220
291

2,296
3,024
8,130

1,153
 ―

7
88
153
448
223

4,016
1,552

 
17,000

300
250

2,480
2,865
8,454

1,130
160

76
―
―
550
181

3,958
1,411

17,185
300
250

2,538
2,865
8,556

1,130
160

76
96
―
637
98

4,028
1,389

計 37,091 37,149 36,959 38,815 39,308

 ※平成２９年度から英語版情報紙発行事業は，事業支出になっております。年１２回発行しています。 
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＜参考＞ 平成２７年度 芦屋市立潮芦屋交流センター利用料金収入状況 

 
予約キャンセル返還差額    ４３，１５０円 

附属設備等         ６１０，２９０円 

駐車場         ２，５２６，１５０円 

 

 
(再掲)屋外交流 

広場として 
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＜参考＞ 平成２８年度 芦屋市立潮芦屋交流センター利用料金収入状況 

 
予約キャンセル返還差額    ５１，７４０円 

附属設備等         ６７０，３１０円 

駐車場         ２，４９７，９００円 
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６ 指定管理者が行う管理運営業務 

(1) 施設利用の許可等 

ア 施設の入館許可等 

指定管理者は，施設の利用の許可権を有し，施設の目的に沿った利用を利用者

に確認するとともに，利用基準に基づいて利用の公平と平等を確保するものとす

る。 

イ 利用申請の受付及び利用許可等 

国際交流センター，潮芦屋集会所，屋外交流広場の利用許可については，芦屋

市立潮芦屋交流センターの設置及び管理に関する条例，同施行規則のとおり取り

扱うものとする。 

(ｱ) 予約・受付業務 

ａ 芦屋市立潮芦屋交流センターの設置及び管理に関する条例，同施行規則に

基づき，予約管理システムを使用し，予約・受付業務を行うこと。 

ｂ 予約に関して問い合わせを受けた場合は，登録方法，利用方法，利用料金

等を併せて説明すること。 

ｃ 潮芦屋交流センターの運用状況に変更がある場合は，別途指示する。 

ｄ 開館時間中，施設利用の受付・徴収・許可等の管理業務を行うこと。 

(ｲ) 使用の変更受付 

使用日の１４日前までに限り，使用日等の変更を受け付けること。 

管理者によって特別にその必要性があると判断する場合は，上記以降の日

においても変更できる。 

(ｳ) 雨天等，天候が不良な場合は，指定管理者が施設利用の可否を判断すること。 

ウ 利用料金徴収業務 

(ｱ) 徴収した利用料金は，指定管理者の収入とする。 

(ｲ) 利用料金徴収時に使用者に領収書を交付すること。 

(ｳ) 帳簿を用いて利用料金収入を整理すること。 

(ｴ) 指定管理者は市長の承認を得て，利用料金を定めるものとする。（芦屋市立

潮芦屋交流センターの設置及び管理に関する条例別表第１及び第２に定める

使用料金以下とする。） 

エ 利用料金の減免 

芦屋市立潮芦屋交流センターの設置及び管理に関する条例施行規則に基づき，

利用料金及び駐車料金の全部又は一部を免除することがある。詳しくは芦屋市立

潮芦屋交流センターの設置及び管理に関する条例及び同施行規則を参照のこと。 

  オ 利用料金の返還 

芦屋市立潮芦屋交流センターの設置及び管理に関する条例施行規則に定めた

場合に該当する場合は，施設，附属設備等及び駐車場の利用に係る利用料金を返
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還すること。 

カ 入場制限 

次のいずれかの一つに該当する場合は入場しようとするものを入場させず，ま

た，入場者を退場させることができる。 

(ｱ) 泥酔者 

(ｲ) 感染症の疾患であると認められる者 

(ｳ) 他人に危害を及ぼし又は他人の迷惑となる物品若しくは動物を携帯する者 

(ｴ) 他人に不快感を与える恐れのある者 

(ｵ) この施設を使用することがその者にとって危険であると認められる場合 

キ ホームレスに対する措置 

ホームレスが起居の場所として使用し，一般の施設利用者の適正な利用が妨げ

られている場合は市福祉部生活援護課と協力して必要な措置をとること。 

 

(2) 施設利用にあたってのサービス，指導等 

ア サービスに関すること 

(ｱ) 施設利用の案内業務（電話対応含む。） 

(ｲ) 負傷者，急病人の対応 

(ｳ) 台風や大雨，大雪，震災等の自然災害時における避難誘導等の対応 

(ｴ) 年少者，高齢者，障がいのある人等への配慮 

(ｵ) その他敷地内施設における対応 

イ 指導等に関すること 

(ｱ) 危険な行為による事故の防止や他の利用者への迷惑行為の防止のために利

用状況を適宜把握し，必要に応じて利用指導等を行うこと。 

(ｲ) 利用後の清掃・片付けなどは利用者自身に行ってもらうよう指導すること。 

(ｳ) 利用者への使用上の注意を説明すること。 

(ｴ) 付属設備，備品等について，利用者が円滑に利用できるよう必要な指導，助

言等を行うこと。 

(ｵ) 調理室を除き，敷地内においては原則，火気の使用を禁止すること。 

(ｶ) 敷地内は禁煙とし，喫煙場所は設けないこと。 

ウ トラブル対応に関すること 

(ｱ) 重要事項や指定管理者への要望や苦情，トラブル等は，迅速，適切に処理し，

速やかに市に報告すること。 

(ｲ) 盗難事故及び事件の防止措置をとること。 

エ 拾得物・残置物の処理に関すること 

(ｱ) 拾得物は拾得物の台帳を作成し，原則として所轄の警察署に届けること。 

(ｲ) 施設内に残置された自転車等で持ち主が不明であり，明らかに廃棄物と判断

されるものについては処分すること。 
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(ｳ) 廃棄したものかどうか疑わしい場合は１４日間，撤去要請の告示（貼り紙）

をした後所有者が不明の場合に処分すること。 

オ 注意報・警報等の対応 

(ｱ) 荒天が予想される場合には，事前に備品等の固定又は収納を行うこと。 

(ｲ) 荒天後は敷地内を巡視し，災害の有無を点検し，重大な事故がある場合は速

やかに市に報告を行うとともに二次災害を引き起こさないよう処置を行うこ

と。 

(ｳ) ＰＭ２．５注意喚起情報及び光化学スモッグ注意報が発令された場合は，施

設内アナウンス放送により利用者に警告するとともに，その旨を掲示し，屋外

交流広場を臨時閉場すること。 

(3) 日常業務 

ア 始業及び終了点検など，施設及び設備に係る日常の業務を行うこと。 

イ 防犯上，終了時の施錠は施設建物全体を確認すること。 

ウ 利用者に対し，ごみ持ち帰りの周知徹底など，衛生環境の確保に努めること。 

(4) 組織体制及び人員配置等 

  ア 施設管理運営業務を実施するために必要な業務執行体制を確保するとともに，

労働基準法等関係法令を遵守し，管理運営を効率的に行うための業務形態にあっ

た適正な人数の職員を配置すること。 

イ 専任の総括責任者を１名配置すること。 

ウ 職員の勤務体制は，施設の管理運営に支障がないように常時２名以上配置する

とともに，利用者の要望にこたえられるものにすること。 

エ 職員の資質向上を図るため，研修を実施するとともに，必要な知識と技能の習

得に努めること。 

(5) その他施設の管理に関すること 

ア 市の承認なしに，施設の設備及び備品を第三者に譲渡し，転貸し，又は貸借権

その他の使用若しくは収益を目的とする権利を設定することはできない。 

イ 消耗機材等の購入，各種契約，光熱水費・通信運搬費・テレビや J-COM 受信料

等の支払いなどすべての事務を行うこと。運営管理上必要となる光熱水費等は原

則指定管理者の負担となる。 

ウ 「Ashiya Free Wi-Fi」の管理運営は，原則市が行う。 

エ 施設の管理に当たっては，省エネルギー，廃棄物の発生抑制，リサイクルの推

進，環境負荷の低減に資する物品等の調達（グリーン購入）など，環境に配慮し

た効率的・効果的な運営を行うこと。また，芦屋市環境計画等に基づき，市が施

設のエネルギー使用量等の情報を求めるときは協力すること。 

  オ 施設の敷地内に，指定管理者が通勤用の自動車駐車場を設ける場合には，目的

外使用許可を得て行うものとし，使用料を市へ納付すること。 

73-21



業務仕様書抜粋 
 

 
 

  カ 指定管理者としての業務に関する経理は，団体等の通常の経理に使用する口座

とは別に専用口座を設け，管理すること。また，指定管理者としての業務に係る

経理とその他の業務に係る経理を区分すること。 

  キ 指定管理者の従事者のうち１名は，甲種防火管理者の資格を有し，消防計画を

所管消防署に提出すること。 

 

７ 維持管理 

利用者が安心して施設を利用でき，快適かつ楽しく利用できるように常にこれらを

適正な状態を維持すること。 

施設の安全管理を行うにあたり，指定管理者は，適切な方法で施設の点検を実施し，

「芦屋市公共施設維持管理マニュアル」を基に，点検の記録及び対応チェックリスト

を作成し，市に報告すること。また，問題があれば迅速かつ的確に処理し，市に報告

すること。（下記が例示項目） 

対象設備・項目 想定事故 管理内容・実施頻度 

館内清掃  定期清掃（開館日） 

屋外清掃  定期清掃（週２回） 

不定期清掃 

 館内のワックス掛け（フローリ

ング床、樹脂床部）ガラス窓,排

水管及びタイル洗浄 

テニスコート整地  砂の整地（月２回） 

剪定・除草 
 剪定（年２回以上） 

除草（年２回以上） 

施設の夜間監視 

 施設施錠後の防犯・火炎監視，

非常通報サービス（施錠後～開

錠まで毎日） 

自家用電気工作物 漏電 

高圧受電設備，低圧電路の絶縁，

変圧器の点検 

デマンド監視報告（隔月） 

キュービクル点検（年２回）  

エレベーター 故障 

遠隔点検（月１回） 

定期点検（年４回） 

保守，緊急時の対応 

冷暖房設備 故障 
保守点検（年２回） 

フロン点検（年４回） 

消防用設備 
有効期限切れ・設置場

所表示の不備 

防火対象物点検（年１回） 

設備機器点検（年１回） 
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駐車場出入口設備 設備故障 定期点検（年４回） 

自動扉（正面入口，西入口） 故障 保守点検（年４回） 

環境衛生保全 悪臭，汚れ 

トイレ・更衣室内の薬品・香料・

消耗品の交換，機器の維持管理

（年６回） 

ピアノ 正しい音が出ない 
調律，鍵盤フレンジコード点検，

修理（年１回） 

(1) 修繕 

施設及び設備に危険箇所・破損箇所等がないか，定期的に点検すること。不具合

を発見した場合は，直ちに市へ報告するとともに，利用を一時停止又は応急処置を

する等，劣化や損傷部分，性能又は機能を実用上支障のない状態まで回復させる修

繕・改善の措置をとること。 

修繕を行う場合は，原則として複数の事業者から見積もりを取得し，最も低い額

の見積もりを提出した事業者と契約すること。ただし，緊急を要する修繕及び複数

の事業者からの見積もりを取得することが客観的に困難であると市が認める場合

についてはこの限りではない。 

なお，修繕費が１件あたり３０万円（消費税等を含む。）以上の修繕は市と協議

を行うものとする。３０万円（消費税等を含む。）未満の修繕は指定管理者が負担

する。 

(2) 潮芦屋交流センター全施設  

ア 開館日の開館前に行う業務として，施設の点検及び清掃を行い，ごみやほこり，

汚れ等が無く，消耗品も欠落しないように常に施設を清潔かつ正常に維持するこ

と。また，施設ごとの状況により日常清掃と定期清掃を適宜組み合わせて実施す

ること。 

イ 施設内のトイレの便器，洗面所等の洗浄，汚物類の収集処理，床面拭き掃き，

壁面及び鏡面の雑巾がけ，トイレットペーパー及び洗浄剤の補充等，利用者が快

適に利用できるよう，適切に行うこと。 

ウ 随時行う業務として，除草，散水，道具の手入れ等を行うこと。 

エ 施設内で発生したごみは分別収集し，処分すること。 

 (3) 駐車場 

ア 日常的に行う業務として，車止め等施設の点検を行い，良好な状態を保つこと。 

イ 利用者が多数訪れる時期は，周辺道路に違法駐車が発生し易く，近隣住民だけ

でなく他の利用者への迷惑となるので，当駐車場への利用を促すような対策を講

じること。 

ウ 料金精算機のつり銭の補充を適宜行うこと。 

エ 駐車券発券機及び料金精算機のトラブルについては，出来る限り早急に処理す

ること。 
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(4) 簡易専用水道設備（受水槽） 

水道法に基づく法定検査を毎年１回，定期的に受けるとともに，水道法施行規則

（管理基準）に基づき，１年以内ごとに１回，定期的に貯水槽の清掃を行うなど，

適正な管理を行うこと。 

また，水道法の規制対象外である小規模貯水槽に該当する場合も，芦屋市水道事

業給水条例に基づき，簡易専用水道に準じた適切な管理を行うこと。 

(5) 屋外交流広場等 

  ア コートの砂を均等に整地すること。（月２回） 

イ 落葉時期は舗装路や施設周辺を中心に日常的に清掃を行うこと。 

ウ 日常的に施設（更衣室含む。）の巡視点検，清掃（ごみ拾い等）を行うこと。 

エ 植込み地等の除草を年２回以上行うこと。 

オ 低木の刈込みを適時行うこと。（年２回以上） 

カ 植栽地における病害虫の発生状況の点検及び初期防除に留意すること。業務計

画書に散布時期，使用薬品，散布方法を記載し，市の承諾を得ること。薬品の選

定，散布方法等については関係法令を遵守し適切な計画を立てること。また，散

布の際は付近に利用者がいないか等の安全確認に留意すること。 

雨天を避けるなど効果的な噴霧方法をとること。 

キ 枯損植物，枯れ枝，支障枝は除去すること。 

ク 照明灯の不点，電気機械施設の故障は速やかに修繕すること。 

ケ 各種サイン，案内板などについては，表面の汚れをふき取るなどの清掃を月１

回行うこと。 

コ ベンチ，テーブル，手すりの清掃については，ふき掃除を適宜行い，利用に支

障をきたすような汚れがある場合は，その都度清掃を行うものとする。 

サ 施設内，駐車場内の落ち葉，ごみ等の清掃は週２回とするが，日常の巡回の際

にも，ごみを認めた場合は，回収すること。 

シ ごみステーションは不用意に立ち入られないように門扉は常時施錠し，不法投

棄を防ぐなど適切に管理すること。 

(6) 備品 

ア 備品の点検を定期的（年２回）に行い，良好な状態を保つこと。また，不具合

が生じた場合は，随時補修すること。什器・備品等の修繕費については指定管理

者の負担とする。 

イ 貸与備品が経年劣化や破損等に伴い買い換え等の措置が必要となったときは，

市に備品の状態等について報告し，３０万円（消費税等を含む。）未満の備品に

ついては，指定管理者の負担とする。３０万円（消費税等を含む。）以上の備品

が必要となった場合は，あらかじめ市と協議を行うものとする。 

ウ 備品の廃棄等の移動が生じた場合は，市に報告すること。 
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エ 指定管理料及び利用料金等の範囲内で購入した備品は，原則市に帰属すべきも

のとし，市に報告すること。 

オ 自己の所有する備品を持ち込み，又は購入した場合は，持込備品管理簿に記載

すること。 

カ 指定期間の満了又は指定の取消しにより管理を終了したときは，持ち込んだ備

品を直ちに自己の負担において撤去すること。ただし，市の承認を得たときは，

この限りでない。 

キ 備品台帳及び持込備品管理簿と備品を整理照合し，年１回市に報告すること。 

ク 利用者が利用できるようにコピー機を設置すること。その際，市の承認を得た

金額での利用料金の徴収は可能であることとし，利用料金は指定管理者の収入と

する。コピー機の設置については，あらかじめ市に申請を行い，許可を受けるこ

と。また，別途，市に使用料を支払うこと。 

(7) 巡視・点検 

原則として毎日随時行うものとする。常駐者を配置し，目視及び点検により，設

備等の安全確認を行うこと。 

(8)  指定管理者の標記 

維持管理業務の遂行に関して団体名を表示する場合は，「施設名（指定管理者：

○○○○）」と標記すること。施設等が指定管理者により管理・運営されているこ

とを利用者に周知するため，施設内や案内やパンフレット等に指定管理者名等を次

のように表示すること。 

市指定の事業 自主事業 

事業に係る 

広報等の標記 

【＊主催等の標記が必要な場合】

施設名 

（指定管理者：○○○○） 

【＊主催：芦屋市又は施設名】 

施設名 

（指定管理者：○○○○）

【＊主催：施設名，○○○○】 

【芦屋市名は不可】 

＊標記例 

芦屋市が設置した潮芦屋交流センターは，指定管理者である○○○○が管理運営を行

っています。 

連絡先 潮芦屋交流センター（指定管理者：○○○○） 電話番号 ○○-○○○○ 

 

 

８ 指定管理者が行う事業等 

(1) 多文化共生推進事業 

 ア 多文化共生推進のための事業（市内在住外国人や海外滞在経験者による講座，

市内在住外国人との交流イベント等，年１回以上）の実施 

イ ボランティア（外国人に日本語を教えるボランティア，災害時の外国人に対す
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る外国人協力者，外国語の翻訳・通訳ができるボランティア等）の育成，研修の

実施（年１回以上） 

ウ 多文化共生に関する情報提供 

(2)  市内在住外国人に対する支援事業 

ア 情報紙（やさしい日本語と英語）の発行，市役所など市内関係各所への配達，

市民への発送業務（年６回以上）(現在の英語版広報紙「アシヤニューズレター」

を参考にしてください。) 

イ 市内在住外国人への日本語教室（１コマ９０分程度，週３コマ以上），日本文

化を紹介する事業（月１回以上） 

ウ 市内在住外国人への防災に関する情報提供など  

エ 市内在住外国人のための相談窓口設置（英語，中国語，スペイン語，その他１

言語以上，各言語月１回以上開設） 

※上記ア，ウについては，できる限り，やさしい日本語，英語，その他１言語以上

を活用した事業を提案してください。 

 (3) 国際交流関係団体のマネジメント，活動等の支援に関すること 

(4) 姉妹都市交流事業（アメリカ合衆国カリフォルニア州モンテベロ市） 

   姉妹都市提携をしている，モンテベロ市との市民主体の交流事業を実施すること

とします。なお，事業を実施する際は，本市と協議のうえ実施するものとします。 

ア 具体的な事業 

(ｱ) 姉妹都市交流事業の企画及び実施 

(ｲ)  情報掲示板等情報コーナー等を活用した情報提供 

イ 姉妹都市提携６０周年記念事業（平成３３年度） 

モンテベロ市長を含めた訪問団２０名程度の滞在期間中（約１週間）の記念事

業の企画及び実施（宿泊費は訪問団が別途負担） 

 (5) 施設運営に関すること 

ア 施設のパンフレット等の作成・配布 

イ 施設ホームページの運営 

※上記ア，イについては，やさしい日本語，英語を必須とし，できる限り，それ以

外の言語でも対応すること。 

(6) 施設の提供に関すること 

指定管理者は，利用者本位の運営を行い，親切丁寧な対応を心がけ，常にサービ

スの向上に努め，利用人数・利用件数の増加に努めること。 

 

９ 自主事業等 

(1) 自主事業に関すること 

 指定管理者は，施設の設置目的に合致し，かつ本来の業務の実施を妨げない範囲 
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において，事前に事業計画を提出し，市の承認を得たうえで，管理者の責任にて自

主事業を行う。なお，自主事業に要する経費は指定管理者の負担とし，事業で得た

収入は指定管理者の収入とする。また，自主事業を実施するために必要な許可等の

手続き及び関係機関との協議は，指定管理者が行うこと。 

(2) 物販事業等に関すること 

指定管理者は，潮芦屋交流センターにおいて，物販事業等を行う場合は，料金及

び事業内容等について，事前に事業計画を提出し，市の承認を得ること。 

なお，自動販売機，売店の設置等，目的外の使用をするときは，あらかじめ市に

申請を行い，許可を受けること。また，指定場所のみとし，別途，市に使用料を支

払うこと。 

 

１１ 指定管理者と芦屋市の責任分担 

指定期間内における責任分担については下表を基本として対応するものとする。 

項目 指定管理者 芦屋市 

運営の基本的考え方 ◎ ○ 
条例・規則事項 

広報 ◎ 
○ 

市広報関係 

潮芦屋交流センターの管理運営 ◎  

管理棟，倉庫等の物品管理 ◎  

潮芦屋交流センターの法的管理

（占用・行為許可） 

○ 

書類受付・交付事務に限る 
◎ 

苦情対応 ◎ ○ 

事故対応 ◎  

災害復旧 
○ 

応急復旧の実施 
◎ 

不可抗力に伴う経費 

◎ 
事業履行不能による収入減及

び不可抗力事由に伴う右記以

外の経費 

○ 

施設設備等の修復のための経費

潮芦屋交流センターの整備・改

修等 

○ 

１件３０万円未満の修繕 

◎ 

１件３０万円以上の修繕 

※指定管理者と協議 

賠償責任（指定管理者に管理瑕

疵がある場合） 
◎  

金利変動に伴う経費の増 ◎  
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物価変動に伴う経費の増 ◎  

施設の管理運営に影響を及ぼす

税制・法令等の変更 
 ◎ 

※本表に定める事項で疑義がある場合又は本表に定めのないものについては，協議事項とする。 

(1) 災害発生時 

地震，大火災などの災害発生時には，潮芦屋交流センターは芦屋市地域防災計画

において「外国人相談所」として位置付けしているため，災害時には外国人支援の

拠点としてボランティアを招集し，翻訳，通訳，多言語での情報発信・相談業務等，

必要な役割を担うこと。 

また，災害発生の状況により，引き続き応急仮設住宅などとして，長期に使用す

る可能性があり，芦屋市災害対策本部の指示に基づき，適切に対応できるよう指定

管理者は適切な体制を整備してください。 

(2) 損害賠償・損害保険 

指定管理者の責に帰するべき事由により，市又は第三者に損害を与えた場合には，

指定管理者がその損害を賠償すること。施設において，事故が発生した場合に備え

て，指定管理者はあらかじめ事故対応マニュアルを定めるとともに，事故発生時に

は直ちにその旨を市に報告すること。 

指定管理者は，管理上の瑕疵による事故に対応するため，施設賠償責任保険（指

定管理者特約条項付き）に加入すること。 

(3) 不可抗力 

市は，指定管理者に対して不可抗力（暴風，豪雨，洪水，地震，落盤，火災，騒

乱，暴動，その他の市又は指定管理者のいずれの責めにも帰すことのできない自然

的又は人為的な現象のうち通常の予見可能な範囲外のもの）による休業補償は行わ

ない。 

(4) 運営リスク 

市は，施設及び機器の不備又は施設管理上の瑕疵並びに火災等事故による臨時休

業等に伴う補償は行わない。 

（5） 消費税及び地方消費税の税率変更に係る見直し 

税率変更があった場合は，協議の上，指定管理料（利用料金）の見直しを行うも

のとする。 
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No. 法人等名称 代表者氏名 主たる事務所の所在地 役員数 従業員数

1 ＮＰＯ法人芦屋市国際交流協会 会長　戸田　敬二 芦屋市海洋町７番１号 21名 7名

芦屋市立潮芦屋交流センター指定管理者応募法人概要
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審査要領 

芦屋市立潮芦屋交流センター指定管理者選定審査要領 
 

１ 選定基準等 

(1) 選定基準及び配点 

   別紙「芦屋市立潮芦屋交流センター指定管理者選定基準」のとおり。 

 (2) 配点の考え方 

各細目ごとに１０点を配点し，①管理運営に当たっての基本方針３０点，②管理体制２０

点，③施設の維持・管理運営４０点，④事業への取り組み４０点，⑤自主事業案３０点及び

⑥管理運営費４０点とする。 

２ 選考基準の根拠 

芦屋市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例第４条 

３ 選定の方法 

 (1) 第一次選考 

     施設の安全対策等から鑑みて，公の施設の管理者としての最低条件として，次の条件のい

ずれかに該当する法人等は除外とする。 

ア 提案した額が予定価格を超える法人等 

イ 経営状態について懸念のある法人等 

ウ 管理運営について懸念のある法人等 

 (2) 第二次選考 

     第一次選考を通過した法人等を対象に書類及び面接による審査を行い，その後，芦屋市立

潮芦屋交流センター指定管理者選定基準に基づいて指定管理者候補者を選定する。 

   選定結果は理由も明示する。また，基準点を満たした上で次点候補者を選定する。 

４ 採点の方法 

(1) 選定・評価委員５人の審査点数の合計によるものとする。 

   候補者選定の要件として，選定基準の「１管理運営に当たっての基本方針，２管理体制，

３施設の維持・管理運営，４事業への取り組み，５自主事業案，６管理運営費」の審査項目

ごとに１００分の５０以上かつ採点合計が総配点の１００分の７０以上を満たすこととし，

これを下回った候補者は選定しないものとする。 

   同点の場合については，当該応募団体の最高点と最低点を除いた合計点数により指定管理

者候補者を選定する。 

(2) 別紙「芦屋市立潮芦屋交流センター指定管理者選定基準」に基づき審査する。 

５ 評点について 

(1)  １項目につき１０点満点とする。合格点の目安を７点とし，採点を行うものとする。 
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芦屋市立潮芦屋交流センター指定管理者候補者選定　審査採点表

A委員 Ｂ委員 Ｃ委員 Ｄ委員 Ｅ委員 小計
基準点
チェック

１　管理運営に当たっての基本方針 30点 75 22 23 22 24 21 112 ○ 50/100

(1) 管理運営に当たっての基本方針について
　・市内在住外国人の状況や施設の設置目的を的確に把握し，市の施策に協力する姿勢
　 が見られるか

(10点) 7 7 7 8 7

(2) 団体の理念及び運営方針について
　・管理運営にふさわしい理念及び運営方針を持っているか
　・仕様書に記載した関係法令を理解し，遵守する姿勢があるか

(10点) 8 8 7 9 7

(3) 団体の業務推進能力について
　・業務を遂行できる安定的な財政基盤を有しているか
　・業務を遂行できる適正な団体構成となっているか

(10点) 7 8 8 7 7

２　管理体制 20点 50 15 14 14 17 15 75 ○ 50/100

(1) 潮芦屋交流センターの管理体制について
　・管理責任者及び管理体制について実行可能な提案がされているか
　・従業員は適正に配置されているか
　・人材育成についての考え方が示されているか

(10点) 7 7 7 7 7

(2) 緊急時の対応について
　・事故発生時の対応が十分であるか
　・災害発生時の対応が十分であるか

(10点) 8 7 7 10 8

３　施設の維持・管理運営 40点 100 31 28 29 34 31 153 ○ 50/100

(1) 施設の維持管理について
　・必要な施設の維持管理を安全，適切に行う提案が示されているか

(10点) 8 7 7 10 8

(2) 個人情報保護の措置について
　・個人情報保護の重要性について理解し，保護をするために十分な措置を講じているか

(10点) 8 7 7 9 8

(3) 管理の質及び利用者サービス向上の取り組みについて
　・具体的な提案がなされているか
　・問い合わせや苦情への対応体制が具体的に提案されており，その体制が適切であるか
　・利用者対応（接遇対応）の向上のための措置を講じているか
　・自己評価についてどのように取り組んでいるか

(10点) 7 7 8 8 8

(4) 有料施設の管理運営について
　・公平・公正な運営が行われるか
　・地域住民の利用が増えるような取り組みがあるか
　・提案内容に創意工夫がみられるか

(10点) 8 7 7 7 7

４　事業への取り組み 40点 100 27 28 28 27 26 136 ○ 50/100

(1) 多文化共生推進事業について
　・提案内容は実現性があり具体的な内容となっているか
　・提案内容に創意工夫がみられるか

(10点) 6 6 6 6 6

(2) 市内在住外国人に対する支援事業について
　・提案内容は実現性があり具体的な内容となっているか
　・提案内容に創意工夫がみられるか

(10点) 7 7 7 5 6

(3) 国際交流関係団体のマネジメント，活動等の支援について
　・提案内容は実現性があり具体的な内容となっているか
　・提案内容に創意工夫がみられるか

(10点) 7 7 7 7 6

(4) 姉妹都市交流事業について
　・提案内容は実現性があり具体的な内容となっているか
　・提案内容に創意工夫がみられるか

(10点) 7 8 8 9 8

５　自主事業案 30点 75 19 19 21 20 19 98 ○ 50/100

(1) 事業内容について
　・提案内容が施設の設置目的に沿っているか

(10点) 7 6 8 7 7

(2) 地域コミュニティ発展への取り組みについて
　・外国人を含む多くの市民が参加できる取り組みが具体的に提案されているか

(10点) 6 6 7 6 6

(3) 創意工夫について
　・施設の設置目的に沿った相違工夫のある自主事業を展開する提案であるか
　・利用者の意見やニーズの抽出から改善への体系が提案されているか

(10点) 6 7 6 7 6

６　管理運営費　(予定価格を上回る場合は失格) 40点 100 28 28 28 35 28 147 ○ 50/100

(1) 管理運営費の提案に工夫が見られるか (10点) 7 7 7 9 7

(2) 管理運営費の積算の根拠が明確で適切になっているか
　・管理運営にかかる経費が適正に見込まれているか
　・自主事業，独自事業と収支を明確に分けているか

(10点) 6 6 7 7 7

(3) 適正な人件費になっているか (10点) 7 7 7 9 7

(4) 適正な損害保険加入になっているか (10点) 8 8 7 10 7

合計点数 200点 700 142 140 142 157 140 721 ○ 70/100

採点合計 1,000点

審査項目及び審査基準 配点
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